
 
 
 

付　議　第　２　号 
 
 

地方自治法の規定に基づく補助執行の協議に関する議案 
 
 
別紙のとおり、地方自治法（昭和22年法律第67号）第180条の２の規定により、

知事から、補助金の交付に関する事務の一部を教育次長に補助執行させること

について、協議がありましたので、これに同意することについて、議決を求め

ます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

高知県教育委員会事務委任等規則（平成４年教育委員会規則第１号） 

第２条　教育委員会は、次に掲げる事務を除き、その権限に属する事務を教育長に委任する。 

(26)　知事の権限に属する事務の一部を教育委員会等に委任すること又は教育委員会の

補助機関たる職員等に補助執行させることに関する協議に対し、同意等をすること。
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- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  

告 示  

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -  

高 知 県 告 示 第 　 　 号   

地 方 自 治 法 （ 昭 和 22年 法 律 第 67号 ） 第 180条 の ２ の 規 定 に 基 づ

き 、 知 事 の 権 限 に 属 す る 事 務 を 次 の と お り 補 助 執 行 さ せ る 。  

令 和 ８ 年 　 月 　 日  

高 知 県 知 事 　 濵 田 　 省 司  

１ 　 補 助 執 行 さ せ る 事 務  

文 部 科 学 省 所 管 の 補 助 金 等 に 関 す る 事 務 の う ち 都 道 府 県 知 事

が 行 う 事 務 （ 平 成 12年 ４ 月 文 部 省 告 示 第 57号 ） の 規 定 に よ り 高

知 県 知 事 が 行 う こ と と な っ た 事 務 の う ち 文 化 芸 術 振 興 費 補 助 金

（ 文 化 部 活 動 の 地 域 展 開 等 推 進 事 業 の う ち 経 済 的 困 窮 世 帯 の 生

徒 へ の 参 加 費 等 の 支 援 に 限 る 。 ） の 交 付 （ 市 町 村 （ 市 町 村 の 組

合 を 含 む 。 ） へ の 交 付 に 限 る 。 ） に 関 す る 次 に 掲 げ る 事 務  

(１ )　 補 助 金 等 の 交 付 の 申 請 の 受 理 （ 補 助 金 等 に 係 る 予 算 の 執

行 の 適 正 化 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 30 年 法 律 第 179 号 。 以 下

「 法 」 と い う 。 ） 第 ５ 条 ）  

(２ )　 補 助 事 業 等 に 要 す る 経 費 の 配 分 の 変 更 の 承 認 に 係 る 申 請

の 受 理 （ 法 第 ７ 条 第 １ 項 第 １ 号 ）  

(３ )　 補 助 事 業 等 の 内 容 の 変 更 の 承 認 に 係 る 申 請 の 受 理 （ 法 第

７ 条 第 １ 項 第 ３ 号 ）  

(４ )　 補 助 事 業 等 を 中 止 し 、 又 は 廃 止 す る 場 合 に お け る 承 認 に

係 る 申 請 の 受 理 （ 法 第 ７ 条 第 １ 項 第 ４ 号 ）  

(５ )　 補 助 事 業 等 が 予 定 の 期 間 内 に 完 了 し な い 場 合 又 は 補 助 事

業 等 の 遂 行 が 困 難 と な っ た 場 合 の 報 告 の 受 理 （ 法 第 ７ 条 第 １

項 第 ５ 号 ）  

(６ )　 補 助 金 等 の 交 付 の 決 定 の 通 知 （ 法 第 ８ 条 ）  

(７ )　 補 助 金 等 の 交 付 の 申 請 の 取 下 げ の 受 理 （ 法 第 ９ 条 第 １

項 ）  

(８ )　 補 助 金 等 の 交 付 の 決 定 の 全 部 若 し く は 一 部 を 取 り 消 し 、

又 は そ の 決 定 の 内 容 若 し く は こ れ に 附 し た 条 件 の 変 更 の 処 分

の 通 知 （ 法 第 10条 第 ４ 項 に お い て 準 用 す る 法 第 ８ 条 ）  

(９ )　 状 況 報 告 の 受 理 （ 法 第 12条 ）  

(1 0 )　 補 助 事 業 等 の 遂 行 命 令 及 び 一 時 停 止 命 令 （ 法 第 13条 ）  

(1 1 )　 実 績 報 告 の 受 理 （ 法 第 14条 ）  

(1 2 )　 補 助 金 等 の 額 の 確 定 及 び 通 知 （ 法 第 15条 ）  

(1 3 )　 補 助 事 業 等 の 是 正 措 置 命 令 （ 法 第 16条 第 １ 項 ）  

(1 4 )　 是 正 措 置 命 令 に 従 っ て 行 う 補 助 事 業 等 の 実 績 報 告 の 受 理

（ 法 第 16条 第 ２ 項 に お い て 準 用 す る 法 第 14条 ）  

(1 5 )　 補 助 金 等 の 返 還 命 令 （ 法 第 18条 第 ２ 項 ）  

(1 6 )　 立 入 検 査 等 （ 法 第 23条 第 １ 項 ）  

２ 　 補 助 執 行 さ せ る 相 手 方  

高 知 県 教 育 次 長  

３ 　 補 助 執 行 さ せ る 年 月 日  

別紙
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令 和 ８ 年 11月 １ 日  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

告 　 示  

◎ 地 方 自 治 法 第 1 8 0条 の ２ の 規 定 に 基 づ 

く 知 事 の 権 限 に 属 す る 事 務 の 補 助 執 行（ 行 政 管 理 課 ）  
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　市町村（市町村の組合を含む）から当該補助金の交付申請
があった際に、申請の受理、交付の決定の通知、実績
報告の受理などの事務を、教育委員会が補助執行しよ
うとするもの

概要

文化芸術振興費補助金（文化部活動の地域展開等推進事業のうち経済的困窮

世帯の生徒への参加費等の支援）の交付に関する事務の補助執行について
参考資料１

小中学校課

　経済的理由により地域クラブ活動の参加費及び保険料
の負担が困難と認められる世帯の中学校の生徒の保護者
に対し、補助事業者が地域クラブ活動の参加費等の支援
を行う場合に、その経費の一部を補助するもの

＜補助事業者＞ 中学校等を設置する市区町村等（一部事務組合及び中学校等　
を設置する都道府県を含む。以下「市町村等」という。）

＜補助要件＞ 地域クラブ活動は市町村等が認定した「認定地域クラブ活動」

＜補助対象経費・補助割合＞ 対象生徒1人当たり年額24,800円を限度額とし、
限度額の範囲内で対象生徒の保護者に対し参加費及び保険料の支援として
市町村等が支給した額の合計額の1/2以内の額

補助金について

・令和８年１月に文化庁から令和８年度創設する当該
補助金の委託について協議があり、小中学校課は、
同意する（委任先：都道府県知事）と回答したため、
令和８年４月30日付け文部科学省告示により高知県
では事務を知事※が行うこととなった。

　※委託先を知事から教育委員会に変更するよう文部科学省へ要望中　
（変更可能時期は未定）

・今後、市町村等が地域クラブを認定し、経済的困窮
世帯の保護者へその活動の参加費等の支援を行うこ
ととなった場合に備え、本県においても当該補助金
の交付申請の受理等を行う体制を整える必要

　※R8.9現在、市町村から当該補助金の要望なし

・文化芸術振興費補助金の中でも、文化部活動の地域
展開等推進事業の別の補助金（中学校における部活
動指導員の配置支援）の交付に関する事務を行って
いる教育委員会において事務を行うことが適当

施行期日：令和８年11月１日

地域クラブ 例

※学校部活動及び新たな地域クラブ活動の
在り方等に関する総合的なガイドライン
（令和4年12月）参考資料から一部抜粋加工

補助執行理由
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